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今年はとんでもない猛暑が続いています。常日頃「１年で一番好きな季節は夏！」と言っ
ている私ですが、昨年あたりからあまりの暑さに「一番好きなのが夏なの？？？」となっ
てきました。今の気持ちは「１年で一番好きなのは初夏！」ですかね。でも、この「初夏」
も最近季節としては怪しくなって来ていて、初夏なんてすぐにすっ飛ばして夏、梅雨、夏、
秋も殆ど無くてすぐに冬という感じの季節感です。気付いたら、いつの間にか日本の四季
も温暖化の影響で随分と変化しているんですね・・・。

仕事と育児の両立支援、企業の半数が「業務に支障あり」
～東京商工リサーチの調査より

東京商工リサーチは、全国の企業を対象に「少子化対策」に関するアンケート調査を実
施し、結果を公表しました。政府が進める少子化対策のうち、仕事と育児の両立支援につ
いて、企業の半数が「業務に支障が出る」と回答する結果となっています。調査はインタ
ーネットにより実施し、有効回答５，２８３社を集計、分析したものです。
※調査期間は令和５年６月１日～８日。資本金１億円以上を大企業、１億円未満（個人企
業等を含む）を中小企業と定義。

１．少子化対策の導入で「業務に支障が出る」と回答した企業は約半数
「少子化対策として、３歳までの子どもを持つ従業員への
① ３歳までの在宅勤務の導入
② ３歳までのフレックスタイム制の適用
③ 就学前までの残業免除権の拡大

などが検討されています。
導入した場合、貴社の業務に支障が出そうなものは次のどれですか？（複数回答）」の

質問に対し、「上記３つの選択肢のうち１つ以上支障が出る」との回答が全企業の約半数
に当たる４９．９%でした。
また、「支障あり」の回答率では、「３歳までの在宅勤務」が３８．１％と最も高く、次

いで「３歳までのフレックスタイム制の適用」が２６．１％、「就学前までの残業免除権
の拡大」が２３．７％でした。
次に、「支障あり」と回答した企業を規模別に見ると、「資本金 1 億円以上（大企業）

」が５１．９％、「同 1 億円未満（中小企業）」が４９．６％と、大企業が２．３ポイン
ト程度上回っています。

２．従業員が少ないほど「業務に支障あり」が低い傾向
従業員数別では、「支障あり」と答えたのは「３００人以上」（５９．７％）が最多で

した。一方「５人未満」は２５．７％で、「３００人以上」と３４．０ポイントもの差が
見られました。従業員数が少ないほど「支障あり」と回答した企業の割合が低い結果とな
っています。
この結果について東京商工リサーチは、「中小・零細企業は、従業員の高齢化や採用難

などで少子化対策の両立支援策が必要な年代が少ないことも要因と思われる。支援策が広
がると従業員が育児に取り組みやすくなる一方、支援体制が出来ていない中小・零細企業
では出産・育児を行う世代の雇用をさらに抑制することが危惧される」と分析しています
。

３．産業別の最多は「製造業」、業種別の最多は「学校教育」
産業別では、「支障あり」と答えた企業は「製造業」（５５．３％）が最多で、次いで

「建設業」が５２．８％、「小売業」が５２．４％と、これら３産業では過半数を占めて
います。
また、業種別（母数１０社以上）では、「支障あり」が最も高かったのは「学校教育」

の８１．８％でした。

【株式会社東京商工リサーチ「2023年「少子化対策」に関するアンケート調査」】

https://www.tsr-net.co.jp/data/detail/1197745_1527.html


